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資料５

我が国の住宅ストックをめぐる状況について



１. 住宅の広さについて

２. 住宅の性能について

３. 空き家について

４. 既存住宅流通・リフォームについて

５. その他
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一住宅あたりの延べ面積の増減
（S63→H30）

○ 一住宅あたりの延べ面積を都道府県別にみると、昭和63年から平成30年にかけて、東北・北陸
地方を中心に延べ面積が減少している県もあるものの、全体としては延べ面積は増加

一住宅あたりの延べ面積の変化 （都道府県別）

【面積】 【変化率】

出典：住宅・土地統計調査（総務省）

※ （ ）内の数字は都道府県数

※ （ ）内の数字は都道府県数

【Ｓ63】 【H30】

一住宅あたりの延べ面積

2



新設住宅着工床面積の推移（総計、利用関係別）

○ 新設住宅着工床面積は、平成18年～平成21年に大きく減少。持家と分譲住宅の減少が大きい

○ 着工新設住宅の一戸あたりの床面積は減少傾向。特に持家と分譲住宅が大きく減少

出典：住宅着工統計を国土交通省集計
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【新設住宅着工床面積の推移】

（総計、利用関係別）
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共同分譲住宅と貸家の規模別新設着工戸数の推移

○ 共同分譲住宅は、一戸あたり71㎡以上の住戸が主流であるものの、近年はコンパクトなものが増加
している傾向

○ 貸家は、一戸あたり60㎡以下の住戸が主流であり、近年では40㎡以下の住戸が増加傾向

出典：住宅着工統計を国土交通省集計

※ 50㎡以下の共同分譲住宅の98％は三大都市圏に立地（平成30年度）
（注）「共同分譲住宅」とは、分譲住宅のうち建て方が共同住宅であるものである。
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首都圏新築マンション購入時の選好の変化
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【住まい探しにあたって重視した事項】

仕事や通勤に便利

子育て・教育がしやすい

都心に近い

共働きがしやすい

居住空間にゆとりがある

資料：株式会社リクルート住まいカンパニー「2018年首都圏新築マンション契約者動向調査」
50項目中5つまでの限定回答であり、その中から抜粋

％

〇 仕事や通勤に便利

30%(2007）⇒37.2％(2018)・・・＋7.2％

〇 子育て・教育がしやすい
26.1％(2007)⇒35.3％(2018）・・・＋9.2％

〇居住空間にゆとりがある
37.3％(2007）⇒31.8％（2018）・・・－5.5％

〇 都心に近い
11.8％(2007)⇒16.2％(2018）・・・＋4.4％

〇共働きがしやすい
5.5％(2007)⇒11.1％(2018）・・・＋5.6％

〇 首都圏新築マンションの購入に当たっては、「居住空間にゆとりがある」という要素に比べて、
仕事や子育てにおける利便性が重視される傾向

5



最低居住水準の変遷 （３期五計[‘76]～住生活基本計画[‘06,‘09,‘11,’16]）

７期五計（‘96）～８期五計（‘01） 住生活基本計画（‘06,‘ 09,‘ 11,‘16）

１ 基本的機能
(1) 居住室の構成等
①各居住室の構成及び規模は､個人のプライバシー､
家庭の団らん等に配慮して､自立した生活を営む上で
最低限必要な水準を確保する。ただし､都市部におけ
る利便性を考慮する場合は､個人のプライバシー家庭
の団らん等に配慮して､適正な水準を確保する。

②専用の台所その他の家事スペース、便所（原則とし
て水洗便所）、洗面所及び浴室を確保する。ただし、
適切な規模の共用の台所及び浴室を備えた場合は、
各個室には専用のみにキッチン、水洗便所及び洗面
所を確保すれば足りる。

③世帯構成に対応した適正な規模の収納スペースを
確保する。

(2) 共同住宅における共同施設

世帯人員
居住室面積

（内 法）
住戸専用面積

(壁 芯)

1人 07.5㎡（ 4.5畳） 18㎡

1人※ 15.0㎡（ 9.0畳） 25㎡

2人 17.5㎡（10.5畳） 29㎡

3人 25.0㎡（15.0畳） 39㎡

4人 32.5㎡（19.5畳） 50㎡

5人 37.5㎡（22.5畳） 56㎡

6人 45.0㎡（27.0畳） 66㎡

(3) 住戸規模について
上記の条件を満たす住宅の規模は、標準

世帯の場合、世帯人員に応じて次のとおり
とする。

(1)居住室等の構成及び規模につい
ての条件

①各居住室の構成及び規模は、個人のプ
ライバシー、家庭の団らん等に配慮して、
自立した生活を営む上で最低限必要な
水準を確保する。

②専用の台所その他の家事スペース、便
所、洗面所及び浴室を確保する。

③世帯構成に対応した適切な収納スペー
スを確保する。

最低居住面積水準は､世帯人数に応じて､健康で文化的
な住生活を営む基礎として必要不可欠な住宅の面積に
関する基準である。
その面積（住戸専用面積・壁芯）は､上記の住宅性能水準
の基本的機能を満たすことを前提に､以下のとおりとする。

(1) 単身者 25㎡

(2) ２人以上の世帯 （ 10㎡ × 世帯人数 ) ＋ 10㎡

〇 最低居住水準は､３期五計に初めて定義されて以来､すべての国民が確保すべき水準とされ､主に､公営住宅等の公的支
援のメルクマールとなった。2006年に策定された住計では､従来の五計の水準面積を基本としつつ､健康で文化的な住
生活の基礎として必要な住宅の面積に関する水準として「最低居住面積水準」を設定

※ １人（中高齢単身）

注1）3歳未満は0.25人、3歳以上6歳未満は0.5人、6歳以上10歳未満は0.75人として算定
注2）世帯人数4人超の場合は面積から5%控除
注3）①単身の学生､単身赴任者等であって比較的短期間の居住を前提とした面積が確保されている場

合､②適切な規模の共用の台所及び浴室があり､各個室に専用のミニキッチン､水洗便所及び洗面所
が確保され､上記の面積から共用化した機能・設備に相当する面積を減じた面積が個室部分で確保
されている場合､③既存住宅を活用する場合などで､地域における住宅事情を勘案して地方公共団体
が住生活基本計画等に定める面積が確保されている場合には､上記の面積によらないことができる。

３期五計（‘76）～４期五計（‘81）

「最低居住水準」と「平均居住水準」を設定

５期五計（‘86）～６期五計（‘91）

引き続き「最低居住水準」を設定。「平均居

住水準」を改め、新たに「誘導居住水準（都

市居住型・一般型）」を設定

世帯人員 家族型 住戸型

４人 夫婦＋子供２人 3LDK

寝室 食事室兼台所等 その他

6.0畳―10㎡
4.5畳―7.5㎡
4.5畳―7.5㎡

4.5畳―7.5㎡ 水廻り
収納
住戸内通路

4㎡
3.5㎡
4㎡

居住室計 32.5㎡ その他計 11.5㎡

NET 住戸面積 44㎡ （50㎡）

６



居住水準の推移

注）平成20年、平成25年の最低居住面積水準未満率及び誘導居住面積水準達成率は、住生活基本計画（平成18年９月閣議決定）で新たに定められた居住面積水準を基
に、住宅・土地統計調査及び住生活総合調査の結果を活用して、国土交通省で独自に集計したものであり、平成15年調査は第８期住宅建設五箇年計画の最低居住
水準及び誘導居住水準を基に集計されたものであるため、単純な比較はできない。

資料：総務省「住宅・土地統計調査」、国土交通省「平成20年・平成25年住生活総合調査特別集計」をもとに国土交通省で独自集計

最低居住面積

水準未満世帯

誘導居住面積

水準達成世帯

不詳

平均居住水準

達成世帯

最低居住水準未満世帯

誘導居住水準達成世帯

○ 最低居住面積水準
(1)単身者：25㎡
(2)2人以上の世帯 10㎡×世帯人数＋10㎡

○ 誘導居住面積水準
(1)一般型誘導居住面積水準 ①単身者：55m2 ②２人以上の世帯 25㎡×世帯人数＋25㎡
(2)都市居住型誘導居住面積水準 ①単身者：40㎡ ②２人以上の世帯 20㎡×世帯人数＋15㎡

第47回分科会参考資料１
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面積別の間取り （参考）

1LDK 45㎡

2LDK 45㎡

1LDK 50㎡1LDK 40㎡

2LDK 55㎡

出展
SUUMOの検索結果より国土交通省作成
検索条件：
分譲共同住宅、
東京都都心部（千代田区、
中央区、港区、新宿区、渋谷区、文京区）
専有面積：40㎡～55㎡
間取りタイプ：１LDK、２LDK
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４. 既存住宅流通・リフォームについて

５. その他

9



住宅の耐震化の状況

耐震性を有しない
住宅ストックの
比率

⇒おおむね解消
Ｓ５７以降
耐震性あり

約２８５０万戸

耐震性あり
約７００万戸

耐震性不足
約１１５０万戸

Ｓ５６
以前

Ｓ５７
以降

総戸数 約４７００万戸
耐震性あり 約３５５０万戸
耐震性不足 約１１５０万戸

※平成１５年の推計値

耐震化率 約７５％

平成２０年平成１５年

Ｓ５７以降
耐震性あり

約３２５０万戸

耐震性あり
約６５０万戸

耐震性不足
約１０５０万戸

Ｓ５６
以前 Ｓ５７

以降

総戸数 約４９５０万戸
耐震性あり 約３９００万戸
耐震性不足 約１０５０万戸

※平成２０年の推計値

耐震化率 約７９％

平成２５年

総戸数 約５２００万戸
耐震性あり 約４３００万戸
耐震性不足 約 ９００万戸

※平成２５年の推計値

耐震化率 約８２％

Ｓ５７
以降

Ｓ５６
以前

耐震性不足
約９００万戸

耐震性あり
約６００万戸

Ｓ５７以降
耐震性あり

約３７００万戸

平成３７年
（目標）

○ 既存住宅ストック（約5,200万戸）のうち、約18％に当たる約900万戸が耐震性不十分（推計）
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○ 住宅の断熱性能、省エネルギー性能の強化が必要な住宅が多数存在

S55基準に満たないもの
（無断熱等）（32％）

現行基準
（10％）

S55(1980)基準
（36％）

H4(1992）基準
（22％）

【住宅ストック約5,000万戸の断熱性能】
(平成29年度)

※統計データ、事業者アンケート等により推計（2017年）

※ここで、現行基準は、建築物省エネ法のH28省エネ基準（エネルギー消費性能基準）の断
熱基準をさす（省エネ法のH11省エネ基準及びH25省エネ基準（建築主等の判断基準）の
断熱基準と同等の断熱性能）

大規模
（2,000㎡以上）

中規模
300㎡以上
2000㎡未満

小規模
（300㎡未満）

全体

62%

62%

60%

62%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※ 届出制度によるデータや国土交通省が実施したアンケート結果に基づき面積ベースで算定。
共同住宅については、届出制度において、住棟単位で提出される省エネ計画書が１住戸でも基準に不適合の場合
は当該計画書が基準不適合となり指示・命令の対象となることを踏まえ、計画書（住棟）ごとの省エネ基準への適否
に基づき適合率を算定している。なお、住戸ごとの省エネ基準への適否に基づき省エネ基準への適合率を算定する
と、大規模住宅は74%、中規模住宅は75%となる。

【新築住宅約95万戸の省エネ基準適合率】
(平成29年度)

住宅の断熱性能、省エネ基準適合状況
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改正前

建築物 住宅

大規模
（2,000㎡

以上）

適合義務
【建築確認手続きに連動】

届出義務
【基準に適合せず、
必要と認める場合、

指示・命令等】中規模
（300㎡以上

2,000㎡未満）

届出義務
【基準に適合せず、
必要と認める場合、

指示・命令等】

小規模
（300㎡未満）

努力義務
【省エネ性能向上】

努力義務
【省エネ性能向上】

特定建築物

※大手住宅事業者について、トップランナー基準への適合状況が不十分であるなど、省エネ性能の向上を相当程度行う必要があると認める場合、国土交通大臣の勧告・命令等の対象とする。

建築物省エネ法改正前後の比較 （規制措置）

改正後

建築物 住宅

適合義務
【建築確認手続きに連動】

届出義務
【基準に適合せず、
必要と認める場合、

指示・命令等】

所管行政庁の審査手続を
合理化

⇒ 監督（指示・命令等）
の実施に重点化

適合義務
【建築確認手続きに連動】

努力義務
【省エネ基準適合】

＋
建築士から建築主への

説明義務

努力義務
【省エネ基準適合】

＋
建築士から建築主への

説明義務

特定建築物

トップランナー制度※

【ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ基準適合】

トップランナー制度※

【ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ基準適合】

対象住宅 対象住宅
対象の拡大

持家 建売戸建 持家
建売戸建

注文戸建

貸家 賃貸アパート
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住宅のバリアフリー化の状況

〇 高齢者が居住する住宅において高度なバリアフリー化（２箇所以上の手すりの設置、屋内の段差解消及び車椅子で
通行可能な廊下幅のいずれにも該当するもの）がなされた住宅の割合は平成25年時点で10.7%となっている

〇 このうち、一定のバリアフリー化（２箇所以上の手すりの設置又は屋内の段差解消）がなされた住宅の割合は、平成25年
時点で41.2%となっている

全体 持家 借家 高齢居住

住
戸
内
（
（
専
用
部
分
）

Ａ. 手すり（２ヶ所以上）
23.6％

【19.9％】
32.9％

【27.9％】
9.3％

【8.0％】
33.5％

【29.3％】

Ｂ. 段差のない屋内
21.4％

【20.0％】
27.1％

【25.1％】
13.3％

【12.9％】
20.7％

【19.1％】

Ｃ. 廊下幅が車椅子通行可
16.2％

【16.1％】
21.4％

【21.4％】
8.5％

【8.4％】
20.4％

【20.3％】

ＡＢＣいずれかに対応
37.0％

【33.8％】
48.6％

【44.3％】
19.8％

【18.6％】
45.2％

【42.0％】

Ａ又はＢに対応（一定対応）
34.0％

【33.0％】
45.0％

【39.6％】
17.6％

【16.2％】
41.2％

【36.9％】

ＡＢＣ全て対応（３点セット）
8.7％

【7.8％】
11.7％

【10.6％】
4.2％

【3.9％】
10.7％
【9.5％】

共
用
部
分

Ｄ. 道路から玄関
まで車椅子
通行可

全体
12.4％

【12.4％】
15.0％

【15.5％】
8.7％

【8.2％】
14.8%

【15.6％】

共同住宅
17.2％

【15.7％】
42.1％

【41.2％】
9.5％

【8.9％】
25.9%*

【24.1％】

【65歳以上が居住する住宅ストック約2,100万戸のバリアフリー化の状況】
（3点セット等の実施率（ストックに対する割合）

注）【 】の値は平成20年値。「3点ｾｯﾄ」は、「廊下幅」データが実態と乖離があることを勘案
した補正値を用いて推計。「高齢居住」欄は、65歳以上の者が居住する住宅における比率。

出典：総務省「 平成25年住宅・土地統計調査」（一部特別集計）

28.9%

36.9%
41.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

平成15年度 平成20年度 平成25年度

【住宅のバリアフリー化の状況】
（一定のバリアフリー化：2箇所以上の

手すり設置又は屋内の段差解消）
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認定基準

① 劣化対策

② 耐震性

③ 維持管理・更新の容易性

<1>住宅の長寿命化の
ために必要な条件

<2>社会的資産として
求められる要件

④ 可変性（共同住宅のみ）

⑥ 基礎的な
バリアフリー性能
（共同住宅のみ）

⑤ 高水準の
省エネルギー性能 <4>その他

必要とされる要件

⑧ 住環境への配慮

⑨ 住戸面積

⑦ 維持保全計画の提出

特例措置

認定実績

<3>長く使っていく
ために必要な要件

＜１．税制＞
【新 築】所得税／固定資産税／不動産取得税／登録免許税の特例措置
【増改築】所得税／固定資産税の特例措置（平成29年度税制改正による）

＜２．融資＞
住宅金融支援機構の支援制度による金利の優遇措置

＜３．補助制度＞
【新 築】中小工務店等に対する補助
【増改築】既存住宅の長寿命化に資する取組に対する補助

【新築】累計実績（H21.6～H31.3）
1,024,989戸（一戸建て：1,004,152戸、共同住宅等：20,837戸）
※H30年度 …109,386戸（住宅着工全体の11.5％）

一戸建て：108,800戸（住宅着工全体の25.1％）
共同住宅等：586戸（住宅着工全体の 0.1％）

【増改築】累計実績（H28.4～H31.3）
738戸（一戸建て：693戸、共同住宅等：45戸）

※割合は新設住宅着工数に対する長期優良住宅の認定戸数の比率

17.6%

24.1% 24.3% 23.3% 23.7% 24.4% 25.0% 25.2% 24.9% 25.1%

0.3% 0.5% 0.7% 1.0% 0.7% 0.5% 0.3% 0.2% 0.3% 0.1%

8.8%

12.7% 12.6% 12.1% 12.1% 11.5% 11.4% 11.2% 11.3% 11.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
一戸建ての住宅 共同住宅等
一戸建ての住宅（割合） 共同住宅等（割合）
全体（割合）

（戸）

（年度）

長期優良住宅認定制度

〇 長期優良住宅認定制度とは、「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」の規定に基づく認定制度

・ 長期優良住宅の建築・維持保全に関する計画を所管行政庁が認定

・ 認定を受けた住宅の建築にあたり、税制・融資の優遇措置や補助制度の適用が可能

・ 新築に係る認定制度は平成21年6月より、増改築に係る認定制度は平成28年4月より開始
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88,312
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9,749

48,457
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109,177
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109,267
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107,661

104,046
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2%
5%

8%

12%
14%

16%

20%
21%

19%
19%

24% 24% 23%
24%

22%
22%

23%
25%

26%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

'00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '13 '14 '15 '16 '17 '18

戸建住宅 共同住宅 新築住宅着工数比

●性能評価項目のイメージ 10分野33項目について
等級等による評価等を行う。

例「構造の安定」の場合

項目 等級 具体的な性能

1-1耐震等級
（構造躯体の
倒壊等防止）
【地震等に対
する倒壊のし
にくさ】

等級３
極めて稀に（数百年に一回）発生する地震による力の1.5倍の力に対
して建物が倒壊、崩壊等しない程度

等級２
極めて稀に（数百年に一回）発生する地震による力の1.25倍の力に対
して建物が倒壊、崩壊等しない程度

等級１

極めて稀に（数百年に一回）発生する地震による力に対して建物が倒
壊、崩壊等しない程度

＝建築基準法がすべての建物に求めている最低基準

温熱環境・エネルギー消費量

●住宅性能表示制度の実績（2000年度～2018年度）

・平成30年度の実績は約310戸、制度開始からの累計実績は約5,800戸※

※新築住宅は設計住宅性能評価書、既存住宅は建設住宅性能評価書の交付ベースで集計

・平成30年度の実績は約25万戸、新設住宅の約26％が住宅性能表示制度を利用※

■ 既存住宅

■ 新築住宅

住宅性能表示制度

〇 新築住宅の住宅性能表示制度とは、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」の規定により、住宅の基本的な性能
について、
・共通のルール（国が定める日本住宅性能表示基準・評価方法基準）に基づき、
・公正中立な第三者機関（登録住宅性能評価機関）が
・設計図書の審査や施工現場の検査を経て等級などで評価し、
・建設住宅性能評価書が交付された住宅については、迅速に専門的な紛争処理が受けられる
平成12年度から運用が実施された任意の制度

15



１. 住宅の広さについて

２. 住宅の性能について

３. 空き家について

４. 既存住宅流通・リフォームについて

５. その他
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二次的
住宅
4.5%

賃貸用の
住宅

51.0%

売却用の
住宅
3.5%

一戸建
（木造）
28.3%

一戸建
（非木造）

1.4%

長屋建
1.9%

共同住宅
（木造）
1.4%

共同住宅
（非木造）

7.8%
その他
0.3%

30 37 42 50 41 41 38

234
262

352
398

448 460 462

131
149

182
212

268
318 349

9.4% 9.8% 11.5%

12.2%
13.1% 13.5% 13.6%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

1988年 1993年 1998年 2003年 2008年 2013年 2018年

二次的住宅
賃貸用又は売却用の住宅
その他の住宅
空き家率

空き家の現状－推移と種類別内訳 （R元.9.30公表）

[空き家の種類]
二次的住宅：別荘及びその他（たまに寝泊まりする人がいる住宅）
賃貸用又は売却用の住宅：新築・中古を問わず，賃貸又は売却のために空き家になっている住宅
その他の住宅：上記の他に人が住んでいない住宅で，例えば，転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など

【出典】：住宅・土地統計調査（総務省）

【空き家の種類別内訳】【空き家の種類別の空き家数の推移】

出典：平成30年住宅・土地統計調査（総務省）

空き家総数
8,488,600戸

(381,000)

394
448

576
659

757
820

849

（万戸）

その他の
住宅

41.1%
(3,487,200)

(4,327,200)

(293,200)

(2,398,900)

(119,600)

(165,300)

(118,600) (661,000) (23,700)

第48回分科会資料３

○ 住宅・土地統計調査（総務省）によれば、空き家の総数は、この20年で約１.5倍（576万戸→849万
戸）に増加

○ 空き家の種類別の内訳では、「賃貸用又は売却用の住宅」（462万戸）等を除いた、「その他の住
宅」（349万戸）がこの20年で約1.9倍に増加

○ なお、「その他の住宅」（349万戸）のうち、「一戸建（木造）」（240万戸）が最も多い
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その他
41 (18%)

全国
231万戸

都市計画
区域内

186 (81%)

都市計画
区域外

44 (19%)

線引区域
123 (54%)

非線引区域
63 (27%)

準都市計画区域
３ (１%)

市街化区域
104 (45%)

市街化調整区域
19 (８%)

用途地域内
31 (13%)

用途地域外
32 (14%)

（万戸）

その他
289 (９%)

全国
3175万戸

都市計画区域内
2857 (90%)

都市計画
区域外

318 (10%)

線引区域
2192 (69%)

非線引区域
665 (21%)

準都市計画区域
29 (１%)

市街化区域
1898(60%)市街化調整区域

294 (９%)

用途地域内
329 (10%)

用途地域外
336 (11%)

（万戸）

都市計画区分別 ｢その他空き家」 数・率 （戸建）

【都市計画区分別「その他空き家」数（戸建）】

出典：「住宅･土地統計調査」（総務省、平成25年）
「都市計画現況調査」（国土交通省、平成29年（平成29年3月31日現在))

【(参考)全住宅ストック数（戸建）】

【都市計画区分別「その他空き家」率（戸建）】

7.3

6.5

5.6

5.5

6.5

9.4

9.4

9.5

13.9

11.3

14.2

市街化区域

市街化調整区域

用途地域内

用途地域外

線
引

き
区

域
非

線
引

き
区

域

準
都

市
計

画
区 域

そ
の 他

全
国

都
市
計
画
区
域
内

都
市
計
画
区
域
外

（％）
0 2 4 6 8 10 12 14 16

全国

都市計画区域内

線引区域

都市計画区域外

非線引区域

準都市計画区域

その他

市街化区域

市街化調整区域

用途地域内

用途地域外

〔37.8万k㎡〕

〔10.2万k㎡〕

〔5.2万k㎡〕

〔1.5万k㎡〕

〔3.8万k㎡〕

〔5.0万k㎡〕

〔27.6万k㎡〕

○ 戸建の空き家のうち別荘や賃貸・売却用以外の住宅（以下「その他空き家」）数について、都市計画区分別の割合
を見ると、線引都市計画区域内が54％、非線引都市計画区域内が27％、都市計画区域外が19％

○ ｢その他空き家」率は、線引都市計画区域内が5.6％、非線引都市計画区域内が9.4％、都市計画区域外が13.9％
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7.4%
10.0%
10.2%

13.4%
16.7%

20.6%
20.6%

23.4%
25.8%

31.9%
32.8%
33.0%

36.4%
37.7%

39.9%
44.9%

満足できる家賃が取れそうにないから

資産として保有しておきたいから

道路付けや交通の便が悪いから

満足できる価格で売れそうにないから

労力や手間をかけたくないから

他人に貸すことに不安があるから

リフォーム費用をかけたくないから

古い、狭いなど住宅の質が低いから

取り壊すと固定資産税が高くなるから

さら地にしても使い道がないから

仏壇など捨てられないものがあるから

好きなときに利用や処分ができなくなるから

将来、自分や親族が使うかもしれないから

特に困っていないから

解体費用をかけたくないから

物置として必要だから

56.4％20.5%

16.9%

2.3%
3.8%相続して取得

新築として注文･購入

中古として購入

無償譲渡

不明

（出典）平成26年空家実態調査

【空き家の所有者の居住地からの距離】【空き家となった住宅を取得した経緯】

21.4%

16.6%

29.0%

15.7%

11.0%

1.2% 4.9%

ほとんどかからない（隣接地など）

徒歩圏内

車・電車などで1時間以内

車・電車などで1時間超～3時間以内

車・電車などで3時間超～日帰りが不可能

不明

無回答

【空き家にしておく理由】（複数回答）

（出典）平成26年空家実態調査

（出典）平成26年空家実態調査

（回答数n=2,140）（回答数n=2,140）

（回答数n=461）

〇 空き家となった住宅の取得原因は、半数以上を相続が占める
〇 空き家の所有者の約４分の１が遠隔地（車・電車などで1時間超）に居住しており、空き家にして

おく理由として、解体に係る費用負担や、当面の必要性がないことなどが挙げられている

空き家の取得原因・利用していない理由
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空き家所有の負担

感じたことがあ

る・感じると思う

感じたことがな

い・感じるとは

思わない

系列 1 79.0% 21.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

空き家所有に負担を感じるか

〇 空き家所有を負担に感じる人の割合は約８割。理由としては、「管理作業」の割合が最も高い

管理作業（通風・

通水確認、草刈

り等）

遠方で行くことが

負担

税金、管理費用

の金銭的な負担
その他

系列 1 42.5% 26.1% 26.1% 5.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

空き家所有に負担を感じる理由

※ 複数回答可。無回答83.5%を除く153件を母数にして算出出典：国土交通行政モニターアンケートより住宅局が作成

※ 無回答80%を除く186人を母数にして算出 ※ その他・・・土地の所有者が別にいる、自治会活動 等
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空き家の解体費用について

〇 空き家の解体には、仮設工事費・解体工事費・廃棄物処理費・付帯工事費・重機改装費等の費用
が発生。このうち、解体工事費（木造住宅）については、１坪あたりの費用で3.5万円、50坪の
費用では175万円程度が相場となっている

【エリアごとの「木造住宅」における解体費用の相場】

出典：トチカム(Tochi Come) ホームページ

※ 実際の解体工事費は、建物や接道の状況により追加費用が必要になるなど、個別具体のケースにより大きく異なる場合がある
※ 解体工事費は建物の構造で単価が異なり、一般的に木造・鉄骨造・鉄筋コンクリートの順で解体工事費が高くなる傾向にある
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空家等対策の推進に関する特別措置法（概要）

背 景

○「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用が
なされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。
ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。（2条1項）

○「特定空家等」とは、
① 倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態
② 著しく衛生上有害となるおそれのある状態
③ 適切な管理が行われないことにより著しく景観を損なっている状態
④ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態
にある空家等をいう。（2条2項）

定 義

施策の概要

○国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策の基本指針を策定
（5条）
○市町村は、国の基本指針に即した、空家等対策計画を策定（6条）・協議
会を設置（7条）
○都道府県は、市町村に対して技術的な助言、市町村相互間の連絡調整等
必要な援助（8条）

○市町村長は、
・法律で規定する限度において、空家等への立入調査(9条)
・空家等の所有者等を把握するために固定資産税情報の内部利用(10条)
等が可能

○市町村は、空家等に関するデータベースの整備等を行うよう努力(11条)

空家等についての情報収集

特定空家等に対しては、除却、修繕、立木竹の伐採等の措置の助言又は指
導、勧告、命令が可能。
さらに要件が明確化された行政代執行の方法により強制執行が可能(14条)

特定空家等に対する措置（※）

市町村が行う空家等対策の円滑な実施のために、国及び地方公共団体による
空家等に関する施策の実施に要する費用に対する補助、地方交付税制度の拡
充を行う（15条1項）
このほか、今後必要な税制上の措置等を行う（15条2項）

財政上の措置及び税制上の措置等

市町村による空家等及びその跡地に関する情報の提供その他これらの活用の
ための対策の実施(13条)

国による基本指針の策定・市町村による計画の策定等 空家等及びその跡地の活用

・市町村による空家等対策計画の策定
・空家等の所在や所有者の調査
・固定資産税情報の内部利用等
・データベースの整備等
・適切な管理の促進、有効活用

空家等

・措置の実施のための立入調査
・指導→勧告→命令→代執行の措置

特定空家等

公布： 平成26年11月27日
施行： 平成27年2月26日
（※関連の規定は5月26日）

施行5年経過後に、施行状況を勘案して検討等を行う（附則）

○平成25年時点での空き家は全国約820万戸と増加の一途であり、多くの自治体が空家条例を制定するなど、空き家対策が全国的に課題。
○適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしており、地域住民の生命・身体・財産の保護、
生活環境の保全、空家等の活用のため対応が必要（1条）
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空家等対策の推進に関する特別措置法の施行状況等

市 区
町村数

比率

設置済み 735 42%

設置予定あり 415 24%

令和元年度 117 7%

令和2年度 15 1%

令和3年度 1 0%

時期未定 282 16%

設置予定なし 591 34%

合 計 1,741 100%

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 合 計

助言・指導 2,890 (167) 3,515 (221) 4,271 (278) 4,910 (335) 15,586 (541)

勧告 57 ( 25) 210 ( 74) 285 ( 91) 370 (105) 922 (197)

命令 4 ( 3) 19 ( 17) 47 ( 30) 41 ( 19) 111 ( 56)

行政代執行 1 ( 1) 10 ( 10) 12 ( 12) 18 ( 14) 41 ( 34)

略式代執行 8 ( 8) 27 ( 23) 40 ( 33) 49 ( 44) 124 ( 92)

空家等対策計画の策定状況 法定協議会の設置状況

特定空家等に対する措置状況 ※（ ）内は市区町村数

調査対象：1788団体（47都道府県、1741市区町村）、回収数：1788団体（回収率100％）

市 区

町村数
比率

既に策定済み 1,051 60%

策定予定あり 519 30%

令和元年度 214 12%

令和2年度 19 1%

令和3年度 2 0%

時期未定 284 16%

策定予定なし 171 10%

合 計 1,741 100%

出典：平成31年3月31日時点 国土交通省・総務省調査

（その他）
空き家等の譲渡所得3,000万円
控除に係る確認書の交付実績

交付件数

平成28年度 4,477 (496)

平成29年度 6,983 (564)

平成30年度 7,774 (598)

合 計 19,234 (761)

※（ ）内は市区町村数

〇 ９割の市区町村が空き家対策計画を「既に策定済み」または「策定予定あり」としている
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１. 住宅の広さについて

２. 住宅の性能について

３. 空き家について

４. 既存住宅流通・リフォームについて

５. その他
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既存住宅流通量 （一戸建・共同建）

既存住宅流通量（持家として取得した中古住宅数）

出典：総務省「住宅・土地統計調査」

〇 平成５年から平成30年の間で、一戸建・長屋建が9.9万戸から8.1万戸に減少（▲18％）

〇 共同建は6.8万戸から7.9万戸に増加（＋16％）

第48回分科会資料３
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戸建て住宅とマンションの流動性についての比較

82.5%

78.3%

41.8%

36.6%

17.5%

21.7%

58.2%

63.4%

戸建て住宅 マンション

(2,701万戸) (571万戸)

(43.3万戸) (12.0万戸)

(29.1万戸) (40.5万戸)

(4.3万戸) (7.4万戸)

全
ス
ト
ッ
ク
数
に
対
す
る
登
録
率

全
ス
ト
ッ
ク
数
に
対
す
る
登
録
率
7.1％1.1％

成約率
14.8％

成約率
18.3％

持ち家ストック数

新設住宅着工戸数
（2018年度）

指定流通機構新規登録件数
（2018年度,既存住宅）

指定流通機構新規成約件数
（2018年度,既存住宅）

〇 全ストック数を見ると、戸建てが約８割を占めており、新設住宅着工戸数についても戸建てが約８割を占めている

〇 一方、レインズへの新規登録物件数（売りに出された物件数）を見てみると、マンションが戸建てを上回っており、
マンションの方が流動性が高い。また、成約率をみると、マンションの方が約４ポイント高く、また、成約件数に
ついてもマンションが６割以上を占めている

出典：総務省 「平成30年住宅・土地調査」、国土交通省「住宅着工統計」、公益財団法人東日本不動産流通機構「レインズデータライブラリー」をもとに国土交通省住宅局において作成
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出典：国土交通省「住生活総合調査」

今後の持家への住替え意向 （新築住宅・既存住宅） の推移

〇 今後の持家への住替え意向について、「既存住宅」への住替えや、新築・既存住宅には「こだわら
ない」世帯数の割合が増加傾向にあり、現在持家の世帯では10年間でおよそ２倍に、現在借家の世
帯では約1.4倍に増加
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住替え後の住宅について

○ 住宅･土地統計調査の各調査年(注1)の直近５年以内に住替えた世帯数及び割合は減少傾向
○ そのうち持家に入居した世帯の割合は３割程度で、やや増加傾向
○ 持家に入居した世帯のうち、既存住宅へ入居した世帯(注2)の割合は増加傾向
○ 既存住宅への入居のうち、共同建等はやや増加、一戸建等は減少傾向

【出典】住宅・土地統計調査（総務省）

直近５年以内に住替えた世帯の現在の状況
（持家・借家別の割合）

直近５年以内に持家に住替えた世帯のうち
既存住宅に入居した世帯の割合(建方別)

注１：住宅・土地統計調査の調査年（H10、H15、H20、H25、H30）
注２：相続・贈与で取得した世帯を除く
注３：各調査年のみ１月～９月までの合計値
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2014年以降に取得した住宅の種類（世帯の年間収入別）

29
出典：住宅・土地統計調査（総務省、平成30年）

※１：取得方法の「相続・贈与で取得」「その他」、世帯年収の「不詳」を除く
※２：「新築住宅を取得」は、

・新築の住宅を購入：新築の建て売り住宅又は分譲住宅を購入した場合
・新築した（建て替えを除く）：「新築の住宅を購入」及び「建て替え」以外の場合で，新しく住宅（持ち家）を建てた場合

又は以前あった住宅以外の建物や施設を取り壊してそこに新しく住宅（持ち家）を建てた場合
の合計値
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〇 2014年以降に既存住宅を取得した世帯の年収は300万～500万円台が最も多く、新築住宅を取得した世帯の年収は
500～700万円台が最も多い

〇 500万円台以上の年収の場合、新築住宅を取得した世帯の割合が概ね７割を占めている

〇 既存住宅を取得した世帯のうち年収が高い世帯では、共同建等を取得した世帯の割合が高くなる傾向が見られる



2014年以降に取得した住宅の種類（家計を主に支える者の年齢階層別）

30

○ 新築住宅を取得した年齢は30歳台が最も多く、既存住宅を取得した年齢は40歳台が最も多い
○ 既存住宅を取得した世帯の割合は、高年齢層が比較的高い
○ 既存住宅を取得した世帯のうち、共同建等を取得した割合は、年齢階層別にややばらつきはあるものの、5割前後

出典：総務省「H30住宅・土地統計調査」

※１：取得方法の「相続・贈与で取得」「その他」、取得した年齢の「不詳」を除く
※２：「新築住宅を取得」は、

・新築の住宅を購入：新築の建て売り住宅又は分譲住宅を購入した場合
・新築した（建て替えを除く）：「新築の住宅を購入」及び「建て替え」以外の場合で，新しく住宅（持ち家）を建てた場合

又は以前あった住宅以外の建物や施設を取り壊してそこに新しく住宅（持ち家）を建てた場合
の合計値
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住宅リフォーム市場の現状と国際比較

〇 住宅リフォーム市場規模は約6.9兆円（平成29年）と推計されている

〇 我が国の住宅投資に占めるリフォーム投資の割合は26.7%で、欧米諸国と比較して小さい

【住宅投資に占めるリフォーム投資の
割合の国際比較】

【 住宅リフォームの市場規模（推計）の推移 】

出典：（財）住宅リフォーム・紛争処理支援センターによる推計

＜注１＞ 推計には、分譲マンションの大規模修繕等共用部分のリフォーム、賃貸住宅所有者による賃
貸住宅のリフォーム、外構等のエクステリア工事は含まれない

＜注２＞ 「広義のリフォーム」は、戸数増を伴う増築・改築工事費と、リフォーム関連の家庭用耐久消費
財、インテリア商品等の購入費を加えた金額

出典：
日本（H27・2015年）：国民経済計算（内閣府）及び（財）住宅リフォーム・

紛争処理支援センターによる推計値
イギリス・フランス・ドイツ（H24・2012年） ： ユーロコンストラクト資料
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【兆円】

【年】

増築・改築工事費 設備等の修繕維持費 広義のリフォーム金額

16,309 

2,885 
4,833 4,064 

5,930 

3,630 

5,458 

11,448 26.7%

55.7%
53.0%

73.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

日本 イギリス フランス ドイツ

新設住宅投資 リフォーム投資 リフォーム投資の割合

（十億円）

＜注＞住宅投資は、新設住宅投資とリフォーム投資の合計額
円ユーロレートは、2012年の年間平均である1ユーロ＝102.60円で換算

第47回分科会資料５
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買取再販事業について

〇 買取再販は、不動産取引について様々なノウハウを有する宅地建物取引業者が、既存住宅を取得し、効
率的・効果的にリフォームを行った後に販売する事業形態

〇 買取再販物件の販売戸数の多い上位50社の販売戸数は、2012年度から2018年度にかけて2.0倍に増
加するなど堅調に推移

・買取再販の販売戸数は年間約２．１万件で、増加傾向。
・買取再販における販売比率は、戸建て：28％、マンション：72％。

3,805 4,513 4,851 5,855 6,127 6,288 

8,072 
10,552 11,658 

15,359 16,089 16,733 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2012年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

戸建て 集合 その他・不明

リノベーション協議会に所属する正会員数の推移

出典：中古住宅市場データブック、リフォーム産業新聞（株式会社リフォーム産業新聞社）
※ 2013年度：調査未実施につきデータなし

（戸）

12,438

17,317

21,478

15,266

22,408
24,477

買取再販販売戸数の推移（販売戸数上位50社の実績合計）

0

100

200

300

400

500

600

700

800

平成21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

北海道

東北

関東・甲信越・北陸

東海

関西

中国・四国

九州・沖縄

出典：リノベーション協議会HPより国土交通省作成

（会員数）

買取再販事業者を中心とす
るリノベーションを通じた
既存住宅の流通に携わる事
業者の団体。平成21年に発
足。買取再販販売戸数上位
50社のうち37社が会員

709
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買取再販事業の例

８

○戸建て買取再販事業

○マンション一棟丸ごと買取再販事業○マンション戸別買取再販事業

既存戸建住宅を買い取り、内装・水回りのリフォーム・リノベーションにより
価値を高めた上で、リフォーム・リノベーション済み戸建住宅として販売する
買取再販事業。

分譲マンションを戸別に買い取り、内装・水回りのリフォーム・リノ
ベーションにより価値を向上させて再販売する買取再販事業。

既存分譲マンションを一棟丸ごと買い取り、共用部まで含めて
改修し、品質・性能・デザイン性を向上させ、さらに買主の希望に
添って柔軟にリフォーム・リノベーションを行い、付加価値・資産価
値を高めて販売する買取再販事業。
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既存住宅売買瑕疵保険の申込件数（戸数ベース）の推移

67 1,572
3,072

1,768
2,917

6,229
7,711 8,526

10,784

15,575

169 

1,369 

243 
405 

1,273 

1,284 
1,606 

1,750 

2,221 

29

193

702

1,741

4,441

2,011
3,322

7,502

8,995

10,161

12,727

18,498

1.1%

2.7%

1.3%

2.0%

4.8%

5.8%

6.4%

8.6%

11.6%

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

9%

10%

11%

12%

13%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

宅建業者販売タイプ申込件数 個人間売買（検査保証）申込件数 個人間売買（仲介保証）申込件数

H30年4月 改正宅建業法の施行

H21年12月
宅建業者
売買タイプ
販売開始

H28年7月 仲介保証タイプ販売開始

H22年4月
検査保証
タイプ販売
開始

H25年4月 中古住宅のローン減税
適用のための証明書の一つとして、
既存瑕疵保険付保証明書が追加。

H28年6月 改正宅建業法の公布

HH26年4月 すまい給付金制度開始

（年）

（戸）

既存住宅流通戸数
に対する付保率

＜既存住宅流通戸数＞

※暦年ベースでカウント。Ｈ30年は
１～９月分を通年に換算したもの。

（資料）
「住宅・土地統計調査」（総務省）

H26 156,000戸

H27 154,000戸

H28 158,000戸

H29 148,000戸

H30 160,000戸

〇 既存住宅流通戸数に対する既存住宅売買瑕疵保険の付保率は上昇傾向。
※住生活基本計画では、既存住宅流通量に占める既存住宅売買瑕疵保険に加入した住宅の割合を
2025年に20％とする指標を掲げている。
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10.7%
5.6%

4.0%

79.7%

増加 減少 横ばい 実績なし

既存住宅状況調査の実施件数

【調査実施件数の推移】 【事業所別の調査実施件数の増減】
（前年度比）

（n = 3,385）

既存住宅状況調査

＋

既存住宅現況検査

平成２９年度

既存住宅現況検査

既存住宅状況調査

平成３０年度

約１.５倍

6,736件

277件

実績値 4,638件

実績値 7,013件

※出典：国土交通省住宅局調べ（令和元年９月）

〇 平成30年度の既存住宅状況調査の実施件数（アンケート回答のあった技術者4,638名(全体の約
14％）が実施した件数)は、一年間で6,736件

〇 既存住宅状況調査・既存住宅現況検査（※）の実施件数（以下「調査等」という。）は、既存住
宅流通戸数の４％程度と推定されるが、前年度と比較すると年間で約1.5倍に増加

〇 調査等の実施実績がない事業者が約８割を占めるが、昨年度と比較して調査等の実施件数が増加
した事業所(10.7％)は、減少した事業所(5.6％)を上回った

※「既存住宅インスペクション・ガイドライン」（平成25年6月国土交通省公表）に基づき行う、既存住宅の現況の検査
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既存住宅状況調査実施に当たっての課題

※ アンケート調査に回答のあった事業所（3,385件）ごとに複数回答 ※ アンケート調査に回答のあった事業者のうち既存住宅状況調査の実施件数が０
件であった事業所（2,813件）ごとに複数回答

58.6%

20.4%

19.2%

16.6%

6.6%

6.2%

20.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

建物状況調査の依頼が見込めない

採算に合わない／売上に貢献しない

業務ではなく学習／研修のために受講

業務の具体的な実施方法が不明

建築士事務所に所属していない

会社／経営者の方針

その他

【既存住宅状況調査を実施しない理由】

（複数回答）
（％）

74.8%

39.4%

35.5%

28.1%

20.2%

20.0%

17.1%

7.5%

6.1%

4.2%

9.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

制度がまだ認知されていない

宅建業者が消極的

売主／買主が消極的

他のインスペクションとの区別が不明

他事業との相乗効果があるか不明

依頼者とのトラブルの恐れ

契約手続きが面倒

実施費用が高い

建物状況調査技術者が不足している

課題はない

その他

【既存住宅状況調査について実施上の課題】

（複数回答）
（％）

※ 出典：国土交通省住宅局調べ（令和元年９月）

〇 事業者が感じている課題としては、｢制度がまだ認知されていない｣が最も多い

〇 実施件数がゼロの事業者が調査を実施していない理由としては、「建物状況調査の依頼が見込め
ない」が最も多く、次いで「採算に合わない／売上に貢献しない」が多くなっている
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宅地建物取引業者におけるあっせん等の状況

0.6%

5.2%

5.5%

68.8%

5.9%

86.2%

93.3%

31.2%

93.5%

8.6%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

187 3,172 42

2,312 1,047

買主へあっせんし、
調査を実施

売主へあっせんし、
調査を実施

調査を実施しな
かった

売買契約の締結に至った 売買契約の締結に至って
いない

325
3,398

193 3,208 322

買主からあっせんの希
望があった

売主からあっせんの希望
があった

あっせんの希望は無かった
※

買主へあっせん 売主へあっせん あっせんしなかった

53,418
媒介契約件数のうち、
建物状況調査のあっせんの希望があった割合
（n=57,141）

うち、建物状況調査をあっせんした割合
（n=3,723）

うち、建物状況調査を実施した割合
（n=3,401）

うち、売買契約の締結に至った割合
（n=3,359）

※「あっせんの希望は無かった」のうち、「あっせんではなく自社（回答者）で実施」と回答した事業者の契約媒介件数の合計は37,811件

※出典：国土交通省住宅局、土地・建設産業局調べ（令和元年９月）

〇 媒介契約件数（57,141件）のうち約６％について、あっせんの希望があり、うち９割が実際に
調査を実施

〇 調査を実施したうち約７割（2,312件。媒介契約件数の約４％。）が売買契約の締結に至っている
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１. 住宅の広さについて

２. 住宅の性能について

３. 空き家について

４. 既存住宅流通・リフォームについて

５. その他
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定期借地権付き住宅の現況（地域別）

〇 戸建住宅は2002年の約3818区画をピークに急速に減少し、近年は100区画前後で推移している。都市圏別では、中
部圏で増加し、首都圏で減少

〇 マンションでは、2001年の約1910戸をピークに減少しているが、近年は増加の傾向。都市圏別では、首都圏で増加

出典：定期借地権事例調査（2018年度） 公益財団法人 日本住宅総合センター
※供給割合のグラフは是面から読み取り加工している
※首都圏：埼玉、千葉、東京、神奈川 中部圏：岐阜、静岡、愛知、三重 近畿圏：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
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25%
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太陽熱利用機器減少の理由

○ 太陽熱利用機器は、簡易で高効率なシステムではあるが、用途が給湯に限定されていることもあり、1980年代をピークに減少している。

○ 太陽光発電機器は、設備設置への補助金や、固定価格買取制度（FIT）等により普及が拡大してきている。

○ 海外では、太陽熱利用機器の普及が進んでいる国もみられる。

出典：住宅・土地統計調査

3.5%

6.2%
5.5%

0.4%
0.5%

0.3%0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

平成15年 平成20年 平成25年 平成30年

◆太陽熱を利用した温水機器等

住宅全体 戸建 共同 持家 賃貸 共同（ 分譲） 共同（ 賃貸）

4.1%

7.0%
6.3%

0.7%
1.0%

0.6%0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

平成15年 平成20年 平成25年 平成30年

◆太陽熱を利用した発電機器

住宅全体 戸建 共同 持家 賃貸 共同（ 分譲） 共同（ 賃貸）

○各国における太陽熱利用機器の年間設置面積の推移

○太陽熱利用機器の普及が停滞してきた要因

出典：財団法人電力中央研究所

◆太陽熱を利用した温水機器等

◆太陽光を利用した発電機器
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都道府県住生活基本計画について

住生活基本計画（都道府県計画） 【法第17条第2項】

○ 計画期間
○ 住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策についての基本的な方針
○ 住民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する目標
○ 目標を達成するために必要と認められる施策に関する事項
○ 計画期間における公営住宅の供給の目標量

等

住生活基本法

住生活基本計画（全国計画） 【法第15条】

･･･ 全国計画に即して

(参考：住生活基本法 第17条第4項・第5項）

○ 都道府県は、都道府県計画を定めようとするときは、あらか
じめ、公営住宅の供給の目標量に係る部分について、国土
交通大臣に協議し、同意を得なければならない。

○ 国土交通大臣は、前項の同意をしようとするときは、厚生
労働大臣に協議しなければならない。

(参考：公営住宅法 第7条）
○ 国は、事業主体が都道府県計画に基づいて公営住宅の建設
等をする場合においては、予算の範囲内において、当該公営住
宅の建設等に要する費用の二分の一を補助するものとする。

北海道 東京都 兵庫県

・若年世帯や子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現

・地域で支え合い高齢者が安心して暮らせる住生活の実現

・住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保

・「きた住まいる」制度を活用した新たな住宅循環システム

の構築

・リフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新

・空き家等の活用・適正管理の推進

・地域を支える住宅関連産業の振興

・魅力ある持続可能な住環境の維持・向上

＜生涯にわたる都民の豊かな住生活の実現＞

・住まいにおける子育て環境の向上

・高齢者の居住の安定

・住宅確保に配慮を要する都民の居住の安定

・良質な住宅を安心して選択できる市場環境の実現

＜まちの活力・住環境の向上と持続＞

・安全で良質なマンションストックの形成

・都市づくりと一体となった団地の再生

・災害時における安全な居住の持続

・活力ある持続可能な住宅市街地の実現

＜安全・安心＞
・災害などに備えた安全な住まいづくり
・誰もが安心して暮らせる住まいづくり

＜環境との共生＞
・良質で環境にやさしい住まいづくり

＜魅力と活力＞
・ライフステージ・ライフスタイルに対応した住まいづくり
・既存住宅ストックを活用した住まいづくり

＜自立と連携＞
・人と地域をつなぐ住まい・まちづくり

【主な施策・目標の記載例】

〇 都道府県は、住生活基本計画（全国計画）に即して、住民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な
計画として都道府県計画を定めるものとされている

〇 都道府県計画には、基本的な方針や目標、施策に関する事項のほか、公営住宅の供給の目標量等を定めるものとさ
れている。
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住生活基本計画（都道府県計画・市町村計画）について

都道府県計画の例：北海道（１／３）
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都道府県計画の例：北海道（２／３）
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都道府県計画の例：北海道（３／３）
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都道府県計画の例：東京都（１／１）
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都道府県計画の例：兵庫県（１／２）
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都道府県計画の例：兵庫県（２／２）
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（参考）「市町村住生活基本計画の手引き」（住宅局住宅政策課、2019年３月）の概要（１／４）

１．市町村住生活基本計画の概要
２．検討体制
３．計画内容の検討
４．手続
５．その他

※ 市町村住生活基本計画（市町村計画）とは、住生活基本計画、住宅マスタープラン等、民間住宅を含めた住宅
全般に関する施策に言及している計画とし、住宅全般に関する施策に言及している場合には、その他の計画も
含みます。

○ 市町村住生活基本計画とは、市町村の住宅政策全般を対象とするマスタープランであり、当該市町村の区域の自然、歴史、文化等の特性に応じた住生活を巡る
課題を設定し、施策の方向性を提示した計画をいう。

○ 計画に定める事項については、都道府県住生活基本計画に定めることとされている事項を参考にすることが考えられる。

市町村住生活基本計画の構成（例）

第2章
基本的な方針・目標

第2章
基本的な方針・目標

第1章
住生活の現状・課題

第1章
住生活の現状・課題

第3章
施策の推進
第3章

施策の推進
第4章

計画の実現に向けて
第4章

計画の実現に向けて

目標を達成するために
必要な施策

住生活の安定の確保及び向上
の促進に関する

基本理念・基本目標

総合的かつ計画的に推進する
ために必要な事項（推進体制

など）

•計画のなかで、町営住宅の整備方針を定めることができた（福井県若狭

町）

•取り組みたかった事業を位置づけることができた（北海道和寒町）

•課題抽出や不動産事業者へのヒアリング等に基づき、子育て世帯用の

新築住宅補助、町内施工業者に発注した場合の補助など、実効性のあ

る住宅支援策が設けられた（福島県石川町）

取り組みたい事業についてのオーソライズ

•複数の関連計画の全体像を捉えやすくなり、個々の計画のオーソライズ

ができた（兵庫県高砂市）

•横断的な政策は難しく、人事異動で機能しなくなるといった問題があった

が、部署横断的なワーキンググループでキーワードを設けて検討したこ

とで、課題や対策を真剣に考える契機になった（福島県石川町）

•他部局と連携して施策を立案する体制が整った（北海道長沼町）

•各部署の課題の共有が図られ、連携の必要性を再認識した（北海道清

里町）

•他部局と連携して施策を立案する体制が整った（千葉県四街道市）

他部局と連携

目次

市町村住生活基本計画について

計画策定のねらい
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１．市町村住生活基本計画の概要

○ 既に地域住宅計画※１を策定している市町村においては、市町村計画の内容を踏まえ、必要に応じて地域住宅計
画の変更を行い、市町村計画と整合性の図られたものとすることが望ましい。

○ 公営住宅等長寿命化計画※２ の中に、民間住宅を含めた住生活全般に関する施策の方向性を盛り込む形で、市
町村計画を策定した事例もある。

地域住宅計画、公営住宅等長寿命化計画との関係

■市町村における住生活基本計画の位置づけの例

※１ 地域住宅特別措置法に基づき、公的賃貸住宅の整備等に関し、地域における住宅に対する多様な需要に応じて都道府県又は市町村
が自主的に作成する計画であり、この計画に基づく事業には、同法上、地域住宅交付金の交付をはじめとする特別の措置を講じること
とされています。

※２ 予防保全的な維持管理、耐久性の向上に資する改善等の計画的な実施により、公営住宅等ストックの長寿命化を図るため、公営住宅
等ストックを管理する地方公共団体ごとに策定する計画です。

市町村の総合計画、
まち・ひと・しごと創生総合戦略など

（上位計画）

住生活基本計画(市町村計画)
～住生活に関する内容～

住生活基本計画
(都道府県計画)

住生活基本計画
（全国計画）

関連計画（個別計画）

都市計画
マスタープラン

～都市計画に関する内容～

空家等対策計画
～空家等対策に関する内容～

地域住宅計画
～交付金の活用に関する内容～

・・・ など

公営住宅等長寿命化計画
～公営住宅長寿命化に関する個

別計画～

立地適正化計画
～コンパクト・プラス・ネットワーク

に関する内容～

（参考）「市町村住生活基本計画の手引き」の概要（２／４）
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○ 住宅は住民生活にとって欠くことのできない基盤であることから、住宅担当部局だけで検討を進めるのではなく、
防災分野、福祉分野、まちづくり分野、環境・エネルギー分野等の住民生活に深く関わる施策分野を担当する部局
とも密接に連携を図り、これらの部局の意見も踏まえて計画案を作成することが望ましい。

○ 他部局との連携方策としては、以下のような方法が想定される。
①関係課へのヒアリング： 関係課に、住生活に関して現在実施している事業・取組みや今後実施を考えている取組

み、計画案の内容等について、ヒアリング又はメールによる意見照会を実施。
②庁内検討組織： 関係課のメンバーからなる庁内検討組織を設置し、他部局の意見を踏まえた計画案を作成。

他部局（まちづくり部局、福祉部局等）との連携

２．検討体制

３．計画内容の検討

計画策定にあたり統計データの活用について

○ 市町村住生活基本計画の策定にあたり、統計データ等の把握・取得方法や活用方法に苦慮することが少なくな
いと考えられる。

○ このため、本手引きの別冊として、住宅政策へ活用可能な統計データ等の取得や取扱い、市町村レベルの統計
データがない場合の対応等について、有用な情報を収集・整理した「市町村住生活基本計画のための統計データ
活用マニュアル」（2019年3月）を作成。

■「市町村住生活基本計画のための統計データ活用マニュアル」（2019年3月）の概要

マニュアルの構成

１．本マニュアルの目的
２．市町村住生活基本計画に使用されている

統計データ
３．統計データの取得・把握
４．独自調査の実施

３．統計データの取得・把握

20

• 「都道府県編（都道府県・市区町村） 」＞
「北海道」をクリック

• ページ中ほど「市区町村」へ移動

• 「1 居住世帯の有無(8区分)別住宅数及び住宅以外
で人が居住する建物数? 市区町村」の を
クリック

（５）政府統計の総合窓口（e-Stat）を利用した統計データの取得・把握の例

②各調査時点の該当統計表のダウンロード

• 必要な調査年次のページへ移動 • 該当統計表のダウンロード

• 平成20年調査は、「確報集計」＞「都道府県編」＞「北海道」をクリックで該当ページへ

（平成15年、10年調査は、「都道府県編」＞「報告書掲載表」をクリック）

• ページ下部「市区町村」へ移動し、「第1表 居住世帯の有無(8区分)別住宅数及び住宅以外で人が居住する建
物数－市区町村」の をクリック

３．統計データの取得・把握

21

• 各統計表の該当箇所を、作業用のシートに
貼り付けた上で、グラフを作成

例）平成25年調査の統計表

（５）政府統計の総合窓口（e-Stat）を利用した統計データの取得・把握の例

③グラフの作成

政府統計の総合窓口
（e-Stat）を利用した
統計データの取得・把握

（参考）「市町村住生活基本計画の手引き」の概要（３／４）
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指標名 現状 目標 備考

空き家バンクへの新規物
件登録数

1 件
（H27）

5 件
（H38）

総合計画から引
用

定住奨励金の年間交付
件数

4 件
（H28）

4 件
（H38）

総合計画から引
用

防災士の登録者数（累
計）

193 人
（H27）

300 人
（H38）

総合計画から引
用

年少人口（0～14歳）
11,833人

(H22)
11,360人

(H35)
総合計画から引
用

指標名 現状 目標 備考

最低居住面積水準未満率
1.7%
(H25) 早期に解消

県計画の目標
値を目指す

住宅ストック戸数に対するリ
フォーム実施戸数の割合

5.4%
(H25)

8.0%
(H37)

県計画の増加
率を採用

高齢者が居住する住宅の
バリアフリー化率

45.1%
(H25)

75.0%
(H37)

県計画の目標
値を目指す

市民の住宅についての満
足度

67.3%
(H26)

72.0%
(H37)

県計画の増加
率を採用

全国計画や都道府県計画に記載された
指標を活用した例

上位計画や関連計画の指標を活用した例

北海道清里町（人口約４千人）、北海道湧別町（人口約９千人）

・公営住宅等長寿命化計画の見直しに合わせて、住生活基本計

画を策定し、人口や世帯などの基本事項の調査の効率化を

図った。

計画策定にあたっての工夫、特徴的な市町村計画

住民アンケートを効率的に実施

他の計画とあわせて策定

山形県三川町（人口約８千人）

・町民意向調査の調査事項は、計画の見直しの際に比較検証が

容易にできるよう、次回以降の調査でも継続して把握できるも

のとした（住まいの満足度など）。

兵庫県多可町（人口約２万人）
・定住推進に関する部署が所管しており、住まいのワンストップ総
合相談窓口の充実を重点施策のひとつとして掲げている。

・10年後の相談による移住件数を40件とするほか、施策の認知
度を指標としている。

移住・住み替え支援への重点的な取り組み

施策に基づく具体的な事業展開

北海道当麻町（人口約７千人）
・相談窓口の設置、ニュータウンの造成・分譲による定住の促
進、きた住まいる住宅の普及促進、耐震改修補助制度、民活方
式（買取方式）による公営住宅の整備、融雪槽等設置助成事業
など、具体的な施策を展開している。

４．その他

３．計画内容の検討

（参考）「市町村住生活基本計画の手引き」の概要（４／４）
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